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現在、先進資本主義諸国をはじめとして、コーポレート・ガバナンスのあり方が大きな社会的問題となっているのは

周知の通りである。そのため、これらの国々では、企業業績の低下や企業不祥事の頻発といった問題を解決するため

に、様々なガバナンス改革がなされてきている。そして、そうした改革の主流をなしているのが、株主資本主義の信

条のもと市場指向的なガバナンス・システムの構築を目指していこうとするものである。しかしながら、多元主義的

なガバナンス・システムの構築を目指していこうとする動きも少なくなく、ガバナンス改革に関しては各国がいまだ

模索の段階にあるといってよい。 

 こうした状況は、旧社会主義国においても同様である。しかしながら、ロシアや東欧諸国では冷戦構造崩壊以降、

企業レベルに至るまで資本主義的な市場経済システムが一気に入り込んでいるのに対し、中国では市場経済導入後も

社会主義的枠組みを残しながら段階的なガバナンス改革を行ってきている。そして、このような試みは世界的に見て

も例がないといえ、そうした意味で中国のコーポレート・ガバナンス改革の状況を確認しておくことには意義があ

り、大変重要なことであると思われる。また、中国企業のガバナンス・システムの中に市場原理と社会的規制や労働

者主権をうまく融合させた制度・システムが確認できたならば、社会的立場からのガバナンス改革が必要となってい

る我々にとっても大変有益であるといえる。 

 さて、その中国の社会・経済面において最も重要な地位を占めてきたのが国有企業である。これらの国有企業は、

経営の非効率性の問題を解消するなどの目的から、70年代後半以降、経営制度や経営管理体制に関する改革が段階的

に行われてきた。しかしながら、90 年代以降、計画経済から市場経済への移行が本格化する中で、こうした改革の速

度は勢いを増してきており、それゆえ国有企業のガバナンス構造はこれまでになく大きな変化を遂げるに至ってい

る。特に現代企業制度の１つとして位置づけられた株式会社制度を導入した企業においてはガバナンス構造が根本的

に改められることから、多くの企業ではそれにともない発生する新たな問題に直面することとなっている。そこで、

本稿では、まず始めに国有企業改革の変遷を概観し、それにともなう企業の支配・意思決定構造や経営監視制度の変

化を確認する。次に、現代企業制度として位置づけられた有限責任会社制度や株式会社制度を導入した国有企業に焦

点をあて、そのガバナンス構造とそれが抱える矛盾や問題点、またそうした問題を解決するために政府や企業がとっ

ている対応策などに関して整理・考察していくこととする。 

 次に、本稿の構成と各章における考察内容である。 

 まず、本稿の構成であるが、それは以下の通りとなっている。 

はじめに 

第１章 コーポレート・ガバナンスの概念と現状 

 第１節 コーポレート・ガバナンスの概念 

 第２節 コーポレート・ガバナンス論 

  第１項 ストックホルダー型ガバナンス論 

  第２項 ステークホルダー型ガバナンス論 

 第３節 コーポレート・ガバナンス・システム 

  第１項 市場指向的ガバナンス・システム 

  第２項 機関・制度指向的ガバナンス・システム 

 第４節 先進資本主義国におけるコーポレート・ガバナンス 

  第１項 コーポレート・ガバナンス論の社会・経済的背景 

   (1)アメリカ 

   (2)日本 

  第２項 コーポレート・ガバナンス改革－成果と限界－ 

   (1)株主権の強化 

    ① 商法改正の経緯 

    ② 株主権強化の効果と限界 

    ③ 運動型株主の活動の成果と限界 

   (2)監査役権の強化 

    ① 商法改正の経緯 

    ② 監査役権強化の効果と限界 

   (3)取締役会改革 

第２章 国有企業改革以前のガバナンス構造（1934年～1978年） 

 第１節 国有(営)企業の支配構造 

  第１項 二重支配構造 

  第２項 党委書記と工場長の力関係の変遷 



   (1)「三人団」体制と「廠務会議」体制（1934～46年） 

   (2)工場管理委員会体制（1946～53 年） 

   (3)一長制（1953～56 年） 

   (4)党委一元指導体制と革命委員会制（1956～78 年） 

 第２節 従業員の経営参加・経営監視機構 

  第１項 職工代表大会（従業員代表大会）の形成過程 

  第２項  職工代表大会の問題点 

第３章 国有企業改革の変遷とコーポレート・ガバナンスの変化（1978年～1992 年） 

 第１節 企業の経営自主権の拡大と経営制度改革 

  第１項 経営自主権拡大の過程 

   (1)利潤留保制 

   (2)経済責任制（利潤上納請負制） 

   (3)「利改税」制（租税納付制） 

  第２項 経営請負責任制 

  第３項 リース経営制（租賃経営制） 

  第４項 株式会社制度 

 第２節 企業支配・意思決定構造 

 第３節 従業員の経営参加・経営監視機構 

  第１項 職工代表大会 

  第２項 企業管理委員会 

第４章 現代企業制度とコーポレート・ガバナンス（1992年～） 

 第１節 現代企業制度導入の経緯・過程 

 第２節 会社法における有限会社（有限責任会社）制度 

  第１項 新三会および経理 

   (1)股東会（株主会）：株主 

   (2)董事会（取締役会）：董事 

   (3)監事会（監査役会）：監事 

   (4)総経理（社長）・経理（支配人） 

  第２項 老三会（旧三会） 

   (1)企業内共産党委員会 

   (2)職工代表大会：従業員 

   (3)工会（労働組合） 

 第３節 会社法における株式会社（株式有限会社）制度 

  第１項 新三会および経理 

   (1)股東大会（株主総会）：株主 

   (2)董事会（取締役会）：董事 

   (3)監事会（監査役会）：監事 

   (4)総経理（社長）・経理（支配人） 

  第２項 老三会（旧三会） 

 第４節 株式市場の整備と上場企業 

第５章 大中型国有企業の株式会社化とガバナンス構造の実態 

 第１節 国有資産管理体制の整備と国有資産経営会社の設立 

 第２節 企業集団化－政府・中核企業・子会社の関係－ 

 第３節 株主構成と国有株の流通規制 

      －株主・市場による牽制システムの無機能性と政府の影響力－ 

 第４節 役職・役員兼任問題－内部牽制システムの無機能性－ 

 第５節 インサイダー・コントロール 

 第６節 経営者のインセンティブ・システム 

第６章 中小型国有企業の民営化とガバナンス構造の実態 

 第１節 中小型国有企業の民営化 

  第１項 従業員所有化（出資持分・株式均等配分）による民営化 

  第２項 経営陣への資本集中化 

  第３項 民営企業への売却 

 第２節 遼寧省における民営化の進展状況と事例（実態調査） 

  第１項 遼寧省政府と瀋陽市政府の民営化政策 

   (1)民営化政策の進展状況 

   (2)国有企業民営化の際の資産評価の現状 

  第２項 個別企業における民営化の事例 

    ① 潘陽方園アルミ集団公司〈元工場長個人が国有企業を買収したケース〉 



    ② 潘陽裕騰企業集団〈民営企業（董事長）が数社の国有企業を買収したケース〉 

    ③ 盛発国際集団公司〈民営企業（董事長）が数社の国有企業を買収したケース〉 

    ④ 鞍山亨通閥門有限公司〈董事長個人が国有企業を公開入札で購入したケース〉 

第７章 株式会社における経営監視制度の強化 

 第１節 職工代表大会 

  第１項 職工民主評議制度 

  第２項 廠務公開制度 

  第３項 工会法の改定 

 第２節 独立董事制度 

 第３節 国務院国有資産監督管理委員会 

 第４節 監査特派員制度 

 第５節 株主構成の多元化と機関投資家の育成 

 第６節 上場企業会社統治準則 

むすび 

 

 次に、各章の概要である。以下、各章ごとの検討内容と考察結果の要約である。 

［第１章］ 

 本稿は、中国の国有企業改革とそれにともなうコーポレート・ガバナンスの変化に関して明らかにしていくことを

目的としているが、そうした考察と今後の改革の方向性に関する検討を行うにあたっては、この概念が生まれた先進

資本主義国のコーポレート・ガバナンスの状況に関して少なからず確認しておく必要があると思われる。そこで、本

章では、まずコーポレート・ガバナンスに関し「企業を方向づけて統制するシステムや、それに基づいた権能の行使

それ自体」と定義づけを行う。そして、ガバナンス改革とは「業績向上のために効率的に機能し、かつ不正防止のた

めの自浄能力を備えた経営システム」の構築を目指していくものであるとした上で、日米のコーポレート・ガバナン

スに関して以下の５点を明らかにした。 

 ①60年代末以降、アメリカにおけるコーポレート・ガバナンス論は、ステークホルダー型からストックホルダー型

へ移行してきたこと、②日本では、バブル経済崩壊以降、同論議が活発化してきたこと、③我が国の商法改正による

株主・監査役権の強化や取締役会改革は、よりよいコーポレート・ガバナンスを目指すという意味で一定の成果を上

げてはいるものの限界があること、④日米をはじめとした先進資本主義国のガバナンス・システムは市場指向的なも

のへと徐々に移行しつつあること、⑤しかし、ガバナンス・システムが最も市場指向的といわれるアメリカでは、株

価で企業評価が決まることを逆に利用し、粉飾決算や株価操作が横行しており、こうしたシステムが必ずしも最良の

ものではないこと。 

［第２章］ 

国有企業改革とそれにともなうコーポレート・ガバナンスの変化に関して考察を行うには、まず改革以前のガバナン

ス構造を把握しておく必要がある。なかでも、企業内党委員会、職工代表大会（従業員代表大会）、工会（労働組

合）は、近年、現代企業制度（有限会社と株式会社）を導入した企業においても「老三会」として依然として影響力

を持っていることから、これらの機関が企業の意思決定構造においてどのような位置にあったのかを確認すること

は、現代企業制度に改組した企業のガバナンス構造を理解する上においても必要不可欠であると思われる。そこで、

本章では 1978年に国有企業改革が開始される以前（なお、1934年とは、本章第１節第２項で述べる意思決定機関と

しての「三人団」体制が始まった年）の国有企業の支配・意思決定構造、およびその歴史的変遷に関して概観を行

い、以下のことを明らかにした。 

①改革以前、国有企業は国家の一工場的存在であったため経営自主権を保有しておらず、そのためコーポレート・ガ

バナンスの概念が適用できる環境にはなかったこと、②企業管理体制は、政治や経済情勢によって、三人団体制、廠

務会議体制、工場管理委員会体制、一長制、党委一元指導体制、および革命委員会制と移行していったこと、③企業

の指導・支配体制は工場長と党委書記の二重支配体制であったが、それらの権限や責任関係は上記「②」の体制移行

とともに変化していったこと、④経営監視システムとして職工代表大会が設けられたが、支配的立場にある党委員会

の行動を監視する機能を持たないという基本的欠陥を有していたこと。 

［第３章］ 

国有企業は、①企業に意思決定の自由や財務上の責任がない、②企業経営の専門家でない党委書記が意思決定や経営

管理を行う、③企業内における党委書記と工場長の権限・責任関係が不明瞭、④企業が社会資本整備や社会保障事業

を担う義務がある、などの理由から、経営の非効率性・低生産性といった問題を抱えていた。そのため、政府は 1978

年より経済体制改革とともに国有企業改革に着手する。この国有企業改革は、所有と経営の分離、すなわち政府が企

業へ権限を委譲することによって企業の経営自主権を拡大していくとともに、企業内においては工場長の権限を強め

ていくという形で進展していった。つまり、経営制度と経営管理体制の双方に関して改革が進められていったわけで

ある。そこで本章では、このような政府の政策により、1978～92年において国有企業のガバナンス構造がどのように

変化していったのかを確認し、以下のことを明らかにした。 

 ①改革によって所有と経営の部分的分離が進み、各企業が経営自主権を有し始めたこと、②「①」にともない中国

においてもコーポレート・ガバナンスの概念が適用できる環境が生まれたこと、③「①」の所有と経営の分離を試み

る具体的経営制度として、利潤留保制、経済責任制（利潤上納請負制）、「利改税」制（租税納付制）、経営請負責任

制、およびリース制などが導入されたこと、④これらの制度は一定の成果を上げるに至ったが、その全てが何らかの



制度的欠陥を持っており、結果として過渡的なものにしか成り得なかったこと、⑤経営制度改革と時期を合わせ、企

業内における経営機関、経営監視機構の改革も行われたこと、⑥「⑤」の改革は一貫して工場長の権限を強めていく

という形で進められたこと、⑦しかし、こうした経営管理制度改革では工場長と党委書記の役割分担、権限・責任関

係の不明瞭さを完全に解消するには至らなかったこと、⑧「⑦」の事態は、国有企業改革の当初の目的でもある企業

の経営効率の改善や赤字体質の脱却に関しても悪影響をおよぼしたこと、⑨民主管理制度としての職工代表大会は、

81 年以降急速に普及していくが、それが持つ法的な権限・機能は党委員会の権限と同様一貫して低下していき、企業

経営や工場長に対する監督機能は次第に形骸化していったこと。 

［第４章］ 

 経営請負責任制やリース制の実施など、政府は積極的に経営制度改革を試みたが、思ったような経営効率の改善を

成し遂げるには至らなかった。そこで、政府は、所有と経営の分離（後に所有主体の多様化にもつながっていく）

や、経営自主権の拡大をより一層進展させることによって国有企業の活性化・健全化をはかろうと考え、有限会社制

度と株式会社制度の導入に力を注ぐこととした。本章では、現代企業制度と位置づけられた有限会社制度と株式会社

制度が本格的に導入されるに至った経緯・過程、およびそれらの制度的特徴に関して、会社法を中心に法的側面から

考察を行う。また、株式市場の発展状況、および上場企業が発行する株式の種類等に関しても若干の確認を行い、そ

れにより以下のことを明らかにした。 

 ①「会社法」によって、有限会社と株式会社における会社機関（有限会社は股東会、董事会、監事会、株式会社は

股東大会、董事会、監事会）の設置と、これら各機関の機能・権限等が規定されたこと、②「会社法」においては、

「老三会」と呼ばれる党委員会、職工代表大会、工会の保有する権能はほとんど失われ、従業員による経営参加機能

が若干残されるのみとなったこと、③上場企業の発行株式の６割以上が国家株や国有法人株といった非流通株である

こと。 

 なお、「①」の会社内部機関のそれぞれの権限に関しては、本論で具体的内容を示した上で詳細な説明を加えてい

る。 

［第５章］ 

現代企業制度は法的には整備されつつあるが、現実には「会社法」などが意図したようには機能していない状況にあ

る。また、大中型国有企業の改革と中小型国有企業の改革では、有限会社や株式会社に転換していくという点では基

本的に共通してはいるものの、その方法には大変大きな違いがあり、そのため前者と後者ではガバナンスにおける問

題点も異なるものとなっている。そこで、本章では、大中型国有企業の改革のあり方を取り上げることとし、まず初

めに国有資産経営会社の設立や企業集団化といった政府の政策と、そうした政策により構築された政府・企業間シス

テムにおけるコーポレート・ガバナンスの実態を概観する。次に、株式会社化された企業におけるガバナンス上の問

題点に関し、株式市場、会社内部機関の双方から確認していくこととした。 

 まず、国有資産経営会社による管理・運営体制であるが、政府による同社への授権システムを示した上で以下の問

題点があることを明らかにした。すなわち、①国有資産経営会社の傘下企業が多数（深セン市の場合 90社を超え

る）なことから、経営活動・生産技術などの内容もそれに合わせて多様で複雑なものとなり、同社が全ての傘下企業

に対して適宜適切な管理を行うことは困難、②一定規模以上の重要な投資や企業の長期計画の策定に関しては、依然

として政府機関の認可が必要、③国有資産経営会社の上部機関である国有資産管理委員会のメンバーは市政府や党関

係者で構成されており、そのため政府の政策的意図が資産経営会社の自主的な経営管理活動に制限をかけている、で

ある。 

企業集団体制に関しては、基本原則や授権システムを示した上で以下の問題点を明らかにした。すなわち、①集団中

核企業（親会社）の役員と傘下子会社の役員が一体化、②中核企業が優良上場子会社の利益を侵害、③上場子会社に

優良資産を集中させる段階では、損失を出した親会社の救済は国家に任せる、である。②に関してもう少し具体的に

示せば、a)子会社が株式上場によって得られた新規資金を集団内赤字企業の救済に利用、b)中核企業（親会社）が無

償で上場子会社の資金を占有、c)中核企業が粗悪な資産・製品を上場子会社に販売する、といった内容になってい

る。こうしたことは、上場子会社の株主利益が侵害されていることも意味しており、企業統治における最も大きな問

題となっている。 

株式市場、会社内部機関の双方におけるガバナンス上の問題点に関しては、以下のことを示した。 

 まず、意思決定システムに関しては、①支配株主である政府が董事や経理を通して会社の経営に直接関与する、②

股東大会が意思決定機関としての役割を全く果たしていない、といった問題を明らかにした。 

 次に、経営監視システムであるが、これについては以下の問題点を示した。①国有株が６割以上を占める株式市場

においては、市場による経営監視は全く機能せず、またウォールストリート・ルールも存在していない、②同様の理

由で股東大会や株主も本来の監督機能をほとんど果たしていない、③董事長、総経理、党委書記などの役職兼任が一

般化しているため、会社機関による経営監視が機能不全となっている、④董事や経理との兼任が禁止されている監事

会による監査も、ａ)監事が専門知識をあまり持っていないケースが多い、b)監事は党委員会メンバーを介した形で

の董事や経理との間接的なつながりがあり完全には独立していない、c)株主代表としての監事が政府関係者であるケ

ースが多い、といった理由であまり有効なものとなっていない、⑤こうした状況から、経営の効率化はなかなか進ま

ず、また経営権による所有権の侵害といったいわゆるインサイダー・コントロールの問題（利潤を無視した労働分配

率の引き上げ、無配、会計操作、汚職・収賄等）を発生させる結果を招いている。 

［第６章］ 

 中小型国有企業の現代企業制度への移行に関しては、大中型国有企業のそれとは大きく異なり、民営企業や個人へ

の売却などによって国家が完全に所有権を放棄するのが一般的となっている。つまり、国有を維持した形での改組で



はなく、完全な民営化がなされるわけである。そこで、本章では、遼寧省における実態調査の結果なども含め、これ

ら中小型国有企業の民営化のあり方とその問題点に関して以下のことを明らかにした。 

 ①民営化が始動した当初は、当該企業の従業員への出資持分均等配分による有限会社化が多く行われたこと、②こ

れら企業の経営陣は基本的に民営化以前と同じであるケースがほとんどであったが、全従業員が株主になるという点

で内部統治構造に大きな変化があったこと、③「②」により、株主としての従業員が企業経営に多大な影響をおよぼ

すようになり、迅速な意思決定が行いにくいという状況が発生してくることになったこと、④「③」の弊害を回避す

るために、90年代後半以降の民営化は経営陣主体の買収によるものが多くなっていき、また、すでに株式均等配分に

よる民営化がなされていた企業においても、経営陣が従業員から株式を買い上げたり、新規に増資した株式を経営陣

に優先的に割り当てるといった方法によって資本の集中化が進められたこと、⑤「④」により、従業員所有化によっ

て民営化した企業の多くは、董事長や総経理が企業支配権をほぼ完全に掌握する形となってきていること、⑥経営状

況が極めて良くない企業などは従業員による買収が困難となり、90年代後半以降、民営企業がそれら企業を買収する

担い手となるケースが増えてきていること、⑦民営化の際の資産評価に関しては、買収希望者が従業員の雇用を維持

し、企業債務を引き受けることができるならば、実質的な資産評価は行われないケースが多いこと、⑧上記方法によ

り民営化した企業は総じて、経営効率の改善に関して一定の成果を上げていること。 

［第７章］ 

 本章では、株式会社制度を導入した企業における経営者行動への監視・牽制システムの無機能性を解消するために

政府やその関連機関が打ち出してきている対応策を取り上げ、それらの効果の程度や実施後の状況などに関して以下

のことを明らかにした。 

①職工代表大会を母体とする職工民主評議制度の機能強化が多くの企業ではかられており、それにより能力のない経

営者が罷免を含めた降格人事を多数受けていること、②経営者が、企業の生産管理や経営管理に関する重要問題、お

よび従業員の直接的な利害に結びつく問題などを職工代表大会などを通じて常時公開し監督を受けるという廠務公開

制度も多くの企業で導入されてきており、一部の企業では経営状況の改善に結びついたこと、③職工代表大会の持つ

民主管理の機能は、「工会法」の改正によっても強化がはかられていること、④インサイダー・コントロール問題の

防止や中小株主の保護などを目的として独立董事（社外取締役）の導入が進んでおり、また独立董事を導入した企業

は導入していない企業と比較して業績が良いというような結果も出始めていること、⑤しかし、独立董事の候補者を

指名できるのは、董事会、監事会、および会社発行済株式の１％以上を保有している株主のみに限定されているた

め、その独立性の確保に関しては実際には非常に困難であるという問題もあること、⑥近年、国務院国有資産監督管

理委員会や監査特派員による企業経営者への監督も開始されたが、政府による有力企業のコントロール強化につなが

り、むしろ経営効率を低下させる可能性があるとの批判がなされていること、⑦株主構成を多元化することで、国

家・政府からの企業の独立性を高めようとする動きの中で、国有株の放出や機関投資家の育成が試みられているこ

と、⑧しかし、「国有株放出による社会保障資金調達の管理に関する暫定規則」に基づいた国有株売却では、株価低

下を恐れた個人株主が株式の売却を始めたため、４か月間で株価の下落幅は３割以上におよび、証券監督管理委員会

が同規則に基づく国有株売却の執行停止を宣言せざるを得なくなったこと、⑨2002 年１月、中国証券監督管理委員会

と国家経済貿易委員会によって「上場会社統治準則」が公布されたが、その中には日本でも 2002年の商法改正で設

けられたばかりの董事会専門委員会に関する規定が盛り込まれており、上場会社においては「戦略」、「指名」、「報酬

と審査」といった委員会の設置と、独立董事がそれら委員会メンバーの多数を占めることなどが求められているこ

と。 

最後に、「むすび」として、これまでの考察結果を整理するとともに、今後の中国のコーポレート・ガバナンス改革

のあり方に関して若干の提言を行い、本稿を締めくくっている。                    

以 上 


